
デジタル田園都市国家構想基本方針（骨子案）
 コロナ禍で地方を巡る社会経済状況が大きく変化していることに加え、デジタルインフラの飛躍的な整備の進展、テレワークをはじめとしたデジタル技術利活用の浸透な

ど、地方に住みながら様々な情報・サービスを利用できる環境が整いつつあり、デジタル技術を活用する機運が急速に高まっている。
⇒デジタルの力を活用して地方創生にかかる取組を一層高度かつ効率的に推進することによる地方活性化を図る環境が整いつつあり、これを機に、デジタル田園都市国

家構想の実現を目指す。
 国は、基本方針を通じて、構想が目指すべき中長期的な方向性を提示し、地方の取組を支援。特に、データ連携基盤の構築など国が主導して進める環境整備に積極的に取

り組む。その際、KPIを設定して進捗管理を行いつつ、取組の着実な推進を図る。地方は、自らが目指す理想像を描き、自主的・主体的に構想の実現に向けた取組を推進。
 構想の実現により、地方におけるしごとの創出、暮らしの向上、持続可能性の向上、Well-beingの増大などを通じて、デジタル化の恩恵を国民や事業者が享受できる社会

を目指し、地方から全国へとボトムアップの成長とともに、東京圏への一極集中の是正を図る。

 デジタルの力を活用した地域の課題解決
〇 地方にしごとをつくる
（例）スタートアップ・エコシステムの確立、中小・中堅企業DX、スマート農林

水産業、観光DX 、地方大学を核としたデジタル実装等

〇 ひとの流れをつくる
（例）「転職なき移住」の推進、オンライン関係人口、二地域居住等の推進、

サテライトキャンパス等

〇 結婚・出産・子育ての希望をかなえる
（例）母子オンライン相談、母子健康手帳アプリ、子どもの見守り支援等

〇 魅力的な地域をつくる
（例）GIGAスクール・遠隔教育、遠隔医療、ドローン物流、自動運転、MaaS、

インフラ分野のDX 、3D都市モデル整備・活用、文化芸術DX、防災DX等

 これまでの取組
〇 地方にしごとをつくる
（例）地域を支える産業の振興、農林水産業の成長産業化、中小企業の

生産性向上、観光振興、地域における脱炭素化等

〇 ひとの流れをつくる
（例）地方移住の推進、関係人口創出・拡大、地方への人材支援・

インターンシップ推進、政府関係機関の地方移転、
魅力ある地方大学の実現、高校生の地域留学等

〇 結婚・出産・子育ての希望をかなえる
（例）女性活躍の推進、少子化対策の推進等

〇 魅力的な地域をつくる
（例）地域交通の維持・確保、医療機能の確保、SDGsを通じた持続可能な

まちづくり、地域防災の確保等

解決すべき地方の課題 （地方にこそ、デジタルで解決すべき課題がある）
・東京圏への一極集中の是正 ・少子高齢化への対応 ・地域経済の活性化 ・教育の質の維持・向上 ・適切な医療水準の確保 等
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【構想の実現に向けた今後の進め方】
５月下旬～ デジタル田園都市国家構想基本方針案のとりまとめ（第８回デジタル田園都市国家構想実現会議） ⇒ 閣議決定
年末 デジタル田園都市国家構想総合戦略（仮称）の策定（まち・ひと・しごと創生総合戦略の改訂）

－コロナ禍やデジタル技術の浸透・進展など状況の変化を踏まえ、2024年度までの地方創生の基本的方向を定めたまち・ひと・しごと創生総合戦略を抜本的に改正し、構想の中長期的な
基本的方向を提示するデジタル田園都市国家構想総合戦略（仮称）を策定。

⇒地方公共団体は、新たな状況下で目指すべき地域像を再構築し、地方版総合戦略を改訂し、具体的な取組を推進。
（国は、地方版総合戦略に基づく取組について、交付金などさまざまな施策を活用して支援）

脱炭素先行地域スマートシティ 「デジ活」中山間地域 SDGｓ未来都市産学官協創都市

（構想の実現に向けた地域ビジョンの提示） 国は地方の取組を促すため、構想を通じて実現する地域ビジョンを提示。

 デジタル基盤の整備
2023年度までの５Gの人口カバー率95%達成や、デジタル田園都市スーパーハイウェイの整備など、「デジタル田園都市国家インフラ整備計画」の実行
等を通じてデジタル基盤整備を推進。国主導の下、データ連携基盤等を全国に実装。マイナンバーカードの普及を促進するとともに、利用を拡大。

 デジタル人材の育成・確保

デジタル技術による地域の課題解決をけん引するデジタル推進人材について、2026年までに230万人育成。「デジタル人材地域還流戦略パッケージ」に
基づき、人材の地域への還流を促進

 誰一人取り残されないための取組

デジタル推進委員を全国展開するなど、誰もがデジタルの恩恵を享受できる「取り残されない」デジタル社会を実現

 従来からの地方創生施策もデジタルシフトしつつ引き続き推進
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